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第１問（１０点）
次の事項のうち，その内容が正しいものには①
を，誤っているものには②を，解答用紙の所定
欄にその番号をマークしなさい。

ア．消費者Ｘは，Ｙ社との間で商品の売買契約を
締結したが，特定商取引法に基づき，クーリン
グ・オフを行使してＹ社との間の売買契約を解
除しようとしている。この場合，Ｘは，Ｙ社の
営業所に赴いて，口頭でＹ社との間の売買契約
についてクーリング・オフを行使する旨の意思
表示をしなければならない。

イ．Ｘ社は，Ｙ社に対し貸金債権を有しているが，
弁済期日が到来しても，Ｙ社から弁済を受けて
いない。債権者がいわゆる自力救済によって自
らの債権を回収することは禁止されているた
め，Ｘ社は，法律で定められた強制執行手続に
より，国家機関の力で債権の満足を得るのが原
則である。

ウ．著作権法上，著作者の有する著作者人格権に
は，公表権，氏名表示権および同一性保持権の
３つがあるとされる。

エ．民法上の不法行為が成立するためには，損害
が発生していなければならない。この損害には，
例えば休業損害のように収入として見込まれた
ものが得られなかった場合の逸失利益は含まれ
ない。

オ．株主が，その所有する株式の内容および数に
応じて，会社から他の株主と平等に扱われるこ
とを株主平等の原則という。

カ．Ａ社は，Ｂ社に対して有する債権を担保する
ため，Ｂ社から，Ｂ社がＣ社に対して有する債
権に質権の設定を受けた。この場合であっても，
Ａ社は，Ｂ社がＣ社に対して有する債権を直接
取り立てることはできない。

キ．男女雇用機会均等法上，事業主は，職場にお
いていわゆるセクシュアル・ハラスメントが生
じることのないよう，雇用管理上必要な措置を
講じなければならない。

ク．相続人が配偶者および直系尊属である場合，
直系尊属の法定相続分は３分の２である。

ケ．会社の秘密文書の管理権限を有しない従業員
が，その秘密文書を会社に無断で社外に持ち出
した。この場合，当該従業員には，窃盗罪が成
立し得る。

コ．Ｘ社は，Ｙ社との間で，Ｙ社所有の中古車を
購入する旨の売買契約を締結したが，当該売買
契約では当該中古車の引渡場所が定められてい
なかった。この場合，民法上，Ｙ社は，当該売
買契約の締結時に当該中古車が存在した場所で
はなく，Ｘ社が指定する場所で当該中古車の引
渡しをしなければならない。 

第２問　２－１（５点）
次の文中の［　］の部分に，後記の語群から最
も適切な語句を選び，解答用紙の所定欄にその
番号をマークしなさい。

Ｘ社は，家電製品を中心に通信販売事業を行っ
ており，顧客の氏名，住所，電話番号等の情報を
体系的に構成し，特定の部署に集約して一元的に
管理をしている。この場合の顧客情報は，様々な
法令に基づき保護されている。

まず，顧客情報は，個人情報保護法上の個人情
報として保護される。個人情報とは，［ア］に関す
る情報であって，当該情報に含まれる氏名，生年
月日その他の記述等により特定の個人を識別する
ことができるものまたは個人識別符号が含まれる
ものをいう。Ｘ社の顧客情報は，氏名や住所等に
よって顧客を識別できるものと考えられるため，
個人情報に該当する。したがって，Ｘ社が個人情
報取扱事業者である場合，Ｘ社は，個人情報を取
り扱うにあたっては［イ］をできる限り特定し，
また，個人情報の取得時には，一定の場合，本人
に［イ］を通知しなければならない。

次に，顧客情報は，［ウ］上の営業秘密としても
保護され得る。［ウ］は，企業の保有する情報のう
ち，［エ］，［オ］，非公知性の３つの要件を充たし
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たものを営業秘密として保護し，その不正取得等
を処罰することとしている。これらの要件のうち，
Ｘ社の顧客情報が［エ］を備えているとされるた
めには，Ｘ社が文書管理規程を作成して情報の保
管方法を定めたり，取扱者を限定したりして，情
報の漏えいを防止する措置を講じている必要があ
る。また，Ｘ社の顧客が通信販売を利用して家電
製品等を購入している顧客層であり，その顧客情
報はＸ社の事業に活用することができる情報であ
ることから，［オ］の要件も充足する。Ｘ社の顧客
情報が，［エ］，［オ］，非公知性の要件をすべて充
たす場合には，営業秘密に該当し，［ウ］による法
的保護を受けることができる。

［語群］
①　独占禁止法	 ②　収集方法
③　生存する個人	 ④　公益性
⑤　破棄方法	 ⑥　不正競争防止法
⑦　有用性	 ⑧　非公開性
⑨　隣接性	 ⑩　新規性
⑪　利用目的	 ⑫　死者を含むすべての個人
⑬　消費者契約法	 ⑭　秘密管理性
⑮　個人および法人

第２問　２－２（５点）
次の文中の［　］の部分に，後記の語群から最
も適切な語句を選び，解答用紙の所定欄にその
番号をマークしなさい。

契約は，相対立する２以上の［ア］の合致，す
なわち，一定の法律効果を生じさせようとする意
思を外部に対して表示する行為が合致することに
より成立する法律行為である。一般的な契約成立
の流れとしては，まず一方の当事者から契約の内
容を示してその締結を申入れる［ア］，すなわち，
申込みの［ア］がなされ，他方の当事者がこの申
込みを承諾する旨の［ア］を行い，これらが合致
することにより契約が成立する。

当事者間に契約が成立すると，原則として，当
事者の一方が正当な理由なく契約内容を変更した
り，契約を［イ］することはできない。

しかし，例えば，売買契約において，売主が目
的物の引渡債務を履行しない場合や，目的物の滅
失によりその引渡債務の全部の履行が不能となっ

た場合には，原則として，買主には契約を［イ］
する権利が認められる。このように契約または法
律の規定により当事者の一方が契約を［イ］する
権利を有するときは，その［イ］は，相手方に対
する［ア］によってする。

契約には，様々な種類がある。例えば，売買契
約や請負契約のように，その契約から当事者双方
がそれぞれ他の当事者に対し対価的関係にある債
務を負担する契約を［ウ］という。売買契約では，
契約を締結するに際し，当事者の双方が，相手方
に対し，契約を［イ］する権利を留保する趣旨で
買主が売主に金銭等を交付することがある。この
ような趣旨で交付される金銭等を［エ］という。
例えば，買主が売主に［エ］を交付した場合，民
法上，買主は，売主が契約の［オ］するまでは，

［エ］を放棄することによって売買契約を［イ］す
ることができる。

［語群］
①　片務契約	 ②　不法行為
③　履行に着手	 ④　無償契約
⑤　双務契約	 ⑥　権利能力
⑦　意思表示	 ⑧　履行
⑨　違約金	 ⑩　期限が到来
⑪　手付	 ⑫　援用
⑬　売買代金	 ⑭　履行を拒絶
⑮　解除
 

第３問（１０点）
次のア～オの設問に答えなさい。

ア．独占禁止法に関する次の①～④の記述のうち，

その内容が最も適切なものを１つだけ選び，解

答用紙の所定欄にその番号をマークしなさい。

①　独占禁止法上，事業者は，商業，工業，金融
業その他の営利事業を行う者をいい，営利を目
的としない公益法人や公共団体は事業者に該当
しない。

②　不当な取引制限に当たる行為は，公正取引委
員会による課徴金納付命令の対象とはならない
が，排除措置命令の対象とはなる。

③　事業者が，他の事業者との間で，製品の出荷
量を制限する協定を締結し，その協定に基づい
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て，制限された量の製品のみを出荷する行為は，
不当な取引制限に該当しない。

④　事業者が，市場シェアを拡大するため，正当
な理由がないのに，製造原価を大幅に下回る価
格で自社製品の販売を継続した結果，競合他社
の販売活動が困難となった。この場合，当該事
業者の行為は，公正な競争を阻害するおそれが
あるときは，不当廉売として不公正な取引方法
に当たる。

イ．債務不履行に関する次のａ～ｄの記述のうち，

その内容が適切なものを○，適切でないものを

×としたときの組み合わせを①～④の中から１

つだけ選び，解答用紙の所定欄にその番号をマ

ークしなさい。

ａ．一般に，債務者が債務を履行できるのに，履
行期限までに債務を履行しないことを履行遅滞
という。

ｂ．一般に，契約を締結した時点では履行が可能
だった債務が，履行ができなくなったことを履
行不能という。

ｃ．一般に，債務は履行されたが，目的物に不具
合があるなどの不完全な履行で，債務の本旨に
従った履行といえない場合を不完全履行とい
う。

ｄ．債務不履行による損害賠償の対象となる損害
は，債務不履行により通常生ずべき損害であり，
特別の事情によって生じた損害については，当
事者がその特別の事情を予見すべきであったと
しても，損害賠償の対象とはならない。

①　ａ－○　　ｂ－○　　ｃ－○　　ｄ－○
②　ａ－○　　ｂ－○　　ｃ－○　　ｄ－×
③　ａ－×　　ｂ－○　　ｃ－×　　ｄ－○
④　ａ－×　　ｂ－×　　ｃ－×　　ｄ－○

ウ．Ａ株式会社は，会社法上の公開会社であるが，

監査等委員会設置会社ではなく，かつ，指名委

員会等設置会社でもない。Ａ社の機関に関する

次のａ～ｄの記述のうち，会社法の規定に照ら

し，その内容が適切なものの組み合わせを①～

④の中から１つだけ選び，解答用紙の所定欄に

その番号をマークしなさい。

ａ．Ａ社の取締役Ｂが自己のためにＡ社の事業の
部類に属する取引をしようとするときは，Ｂは，
Ａ社の取締役会において，当該取引につき重要
な事実を開示し，その承認を受けることを要す
る。

ｂ．代表取締役は，対外的に会社を代表する機関
であるから，Ａ社において選定することができ
る代表取締役は１名のみである。

ｃ．会社法の規定に基づき，Ａ社の株主Ｃが，Ａ
社に対し，Ａ社の取締役Ｄの責任を追及する訴
えの提起を請求したにもかかわらず，所定の期
間内にＡ社が訴えを提起しなかった場合，Ｃは，
Ａ社に対するＤの責任を追及する訴え（株主代
表訴訟）を提起することができる。

ｄ．Ａ社の監査役Ｅは，Ａ社の取締役等の機関の
職務執行やＡ社の計算書類を監査する権限を有
するが，Ａ社の取締役等に対して事業の報告を
求める権限は有しない。

①　ａｃ　　②　ａｄ　　③　ｂｃ　　④　ｂｄ

エ．Ａ社は，Ｂに金銭を貸し付けるにあたり，Ｂ

が所有する建物に抵当権の設定を受けることを

検討している。この場合に関する次の①～④の

記述のうち，その内容が最も適切なものを１つ

だけ選び，解答用紙の所定欄にその番号をマー

クしなさい。

①　抵当権設定契約の効力が発生するのは，Ａ社
とＢが抵当権設定契約を締結した時ではなく，
抵当権の設定登記がなされた時である。

②　Ａ社が本件建物に抵当権の設定を受けた場合，
その抵当権の被担保債権は，民法上，Ａ社がＢ
に貸し付けた金銭の元本の請求権のみであり，
利息の請求権を抵当権で担保することはできな
い。

③　Ａ社が本件建物に抵当権の設定を受け，その
旨の登記を経た後，本件建物は火災で焼失した。
Ｂが本件建物に火災保険を付していた場合，Ａ
社は，Ｂの火災保険金請求権をその払渡しの前
に自ら差し押さえて，物上代位権を行使し，Ｂ
が受け取るべき火災保険金から自己の債権を回
収することができる。

④　ＢがすでにＣ社のために本件建物に抵当権を
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設定している場合，Ａ社は，本件建物に抵当権
の設定を受けることはできない。

オ．行為能力に関する次の①～④の記述のうち，

その内容が最も適切でないものを１つだけ選

び，解答用紙の所定欄にその番号をマークしな

さい。

①　成年後見人Ａは，成年被後見人Ｂを代理して，
Ｂが第三者Ｃから金銭を借り入れる旨の金銭消
費貸借契約を締結した。この場合，Ｂは，当該
金銭消費貸借契約を取り消すことができる。

②　被保佐人Ａは，保佐人Ｂの同意を得ずに自ら
が所有する土地を第三者Ｃに売却する旨の売買
契約を締結した。この場合，Ｂは，当該売買契
約を取り消すことができる。

③　未成年者Ａは，法定代理人Ｂの同意を得て，
第三者Ｃからパソコンを買い受ける旨の売買契
約を締結した。この場合，Ａは，当該売買契約
を取り消すことができない。

④　未成年者Ａは，自らを成年者であると信じさ
せるため，電器店の店主Ｂに詐術を用い，それ
を信じたＢから大型液晶テレビを購入する旨の
売買契約を締結した。この場合，Ａの法定代理
人Ｃは，当該売買契約を取り消すことができな
い。

 

第４問（10点）
次の事項のうち，その内容が正しいものには①
を，誤っているものには②を，解答用紙の所定
欄にその番号をマークしなさい。

ア．製造物責任法に基づく損害賠償責任を負う
「製造業者等」には，製造物の製造や加工を行
った者のほか，製造物の流通に関与する流通業
者や販売業者もすべて含まれる。

イ．商法上の商人Ｘは，商号Ａの登記をしようと
したが，商号Ａと同一の商号が，他の商人Ｙに
よって，甲地を営業所の所在場所として，すで
にその登記がなされていた。この場合，Ｘは，
その営業の内容がＹと異なるときに限り，甲地
を営業所の所在場所として商号Ａの登記をする
ことができる。

ウ．商品の買主がその代金を支払うために売主に

対し約束手形を振り出した場合において，その
後，当該商品の売買契約が無効となったとして
も，約束手形上の債権はその影響を受けず，無
効とならない。

エ．Ａは，Ｂの詐欺によりＢに金銭を貸し付ける
旨の意思表示をした。この場合，Ａは，その意
思表示を取り消すことができる。

オ．廃棄物処理法上，事業者は，その事業活動に
伴って生じた廃棄物を自らの責任において適正
に処理しなければならない。

カ．Ｘ社は，自社の新製品の商品名につき商標登
録を受けることを検討してい　る。この場合，
Ｘ社は，競合他社であるＹ社がすでに登録を受
けている商標と同一の商標については，商標権
の設定登録を受けることはできないが，Ｙ社が
すでに登録を受けている商標と類似する商標に
ついては，自由に商標権の設定登録を受けるこ
とができる。

キ．売主は，買主に対する売買代金債権の消滅時
効が完成する前に，買主の財産に対し仮差押え
の申立てを行い，その手続が終了した。この場
合，当該売買代金債権の消滅時効について，時
効の完成猶予が認められる。

ク．労働契約法上，使用者による労働者の解雇は，
客観的に合理的な理由があれば，社会通念上相
当であると認められない場合であっても，有効
である。

ケ．用益物権と担保物権は，いずれも所有権に一
定の制限を加える物権である。

コ．相続人の協議による遺産の分割が成立するに
は，被相続人のすべての法定相続人の合意が必
要であり，この法定相続人には，すでに相続の
放棄をした者も含まれる。 

第５問　５－１（５点）
次の文中の［　］の部分に，後記の語群から最
も適切な語句を選び，解答用紙の所定欄にその
番号をマークしなさい。

民法上，物権が設定されたり，譲渡等により移
転される場合，その効力は，原則として，当事者
間の［ア］のみによって生じる。

そして，物権が譲渡された場合に，法律上，そ
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の譲渡の効力を当事者以外の第三者に主張するた
めに備えなければならない要件を［イ］という。

［イ］は，民法上，譲渡の目的物が動産か不動産か
によって異なる。すなわち，民法上，動産の譲渡
の［イ］は引渡しであるのに対し，不動産の譲渡
の［イ］は登記である。

不動産の譲渡の［イ］である登記は，［ウ］とい
う電磁データとして記録され，［ウ］を記録した磁
気ディスクを登記簿という。

不動産登記簿は，土地および建物のそれぞれに
ついて別個に備えられる。不動産登記簿における

［ウ］は，土地または建物を特定するための事項が
記録される［エ］と，所有権または所有権以外の
権利に関する事項が記録される［オ］に区分され
ており，［オ］はさらに甲区と乙区に区分されてい
る。

［語群］
①　登記記録	 ②　取引台帳
③　対価の支払い	 ④　現在事項部
⑤　契約書の作成	 ⑥　表題部
⑦　取引部	 ⑧　対抗要件
⑨　全部事項部	 ⑩　効力要件
⑪　権利部	 ⑫　共通部
⑬　執行記録	 ⑭　成立要件
⑮　意思表示
 

第５問　５－２（５点）
次の文中の［　］の部分に，後記の語群から最
も適切な語句を選び，解答用紙の所定欄にその
番号をマークしなさい。

契約等により有効に成立した債権は，様々な事
由により消滅する。

まず，債権は，その給付内容が実現することに
よって消滅する。給付内容実現による債権の消滅
事由の１つとして［ア］が挙げられる。［ア］と
は，債務者が債務の内容である給付を実現する行
為をいう。［ア］の提供は，契約の内容などに照ら
し，その本旨に従って現実にしなければならない。
債務者は，自己の債務について［ア］をした場合，
債権者に対し，［ア］と引換えに［イ］の交付を請
求することができる。［イ］は，一般に領収証とも
呼ばれ，債権者が債務の［ア］を受けたことを記

載した文書である。
また，［ア］のほかに，給付内容実現による債権

の消滅事由として［ウ］や［エ］がある。このう
ち，［ウ］は，債権者と弁済者との契約により，本
来の給付に代えて他の給付をすることによって債
権を消滅させることをいう。そして，債務者は，

［ア］の提供をした場合において債権者がその受領
を拒んだとき，債権者が［ア］を受領することが
できないとき，または，債務者が過失なくして債
権者を確知することができないときには，所定の
手続により［ア］の目的物を寄託して債務を免れ
ることができる。この制度を［エ］という。

次に，給付内容を実現する必要がなくなること
によっても，債権は消滅する。例えば，債権者が
その一方的意思表示により無償で債権を消滅させ
る［オ］や，相続などにより債権および債務が同
一人に帰する混同などがこれに当たる。

［語群］
①　無効	 ②　公正証書
③　弁済	 ④　危険負担
⑤　供託	 ⑥　消滅時効
⑦　受取証書	 ⑧　援用
⑨　合意解除	 ⑩　更改
⑪　免除	 ⑫　執行証書
⑬　債務引受	 ⑭　代物弁済
⑮　債務不履行

第６問（10点）
次のア～オの設問に答えなさい。

ア．契約に関する次のａ～ｄの記述のうち，民法

または商法の規定に照らし，その内容が適切な

ものの組み合わせを①～④の中から１つだけ選

び，解答用紙の所定欄にその番号をマークしな

さい。

ａ．Ａ社は，Ｂ社との間で，Ａ社を貸主，Ｂ社を
借主とする金銭消費貸借契約を締結し，Ｂ社に
貸付金を交付した。その後，Ｂ社は，不可抗力
により，Ａ社に対して，約定の期日に返済をす
ることができなかった。この場合，Ｂ社は，Ａ
社から履行遅滞を理由とする損害賠償の請求を
受けたときは，不可抗力をもって抗弁とするこ
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とができない。
ｂ．Ａ社は，自社の営業所として使用する建物を

建築するため，建設会社であるＢ社との間で請
負契約を締結した。この場合，Ａ社およびＢ社
は，ともにいつでも請負契約を解除することが
できる。

ｃ．倉庫業者であるＡ社は，Ｂ社との間で，Ｂ社
の商品をＡ社の倉庫に保管する旨の寄託契約を
締結しその商品の引渡しを受けた。この場合，
Ａ社は，善良な管理者の注意をもってＢ社から
預かった商品を保管する義務を負う。

ｄ．Ａは，Ｂ社との間で，Ａの指定する価格でＣ
から絵画甲を購入することをＢ社に依頼する旨
の委任契約を締結した。この場合，Ｂ社は，Ａ
との間に報酬の支払いを受ける旨の特約がある
ときは，Ｃから甲を購入するにあたり善良な管
理者の注意義務を負うが，その旨の特約がない
ときは，Ｃから甲を購入するにあたり自己の財
産に対するのと同一の注意義務を負う。

①　ａｃ　　②　ａｄ　　③　ｂｃ　　④　ｂｄ

イ．特許法に関する次の①～④の記述のうち，そ

の内容が最も適切でないものを１つだけ選び，

解答用紙の所定欄にその番号をマークしなさ

い。

①　同一の発明について異なる日に２以上の特許
出願がなされた場合，最先の特許出願人のみが
その発明について特許を受けることができる。

②　特許法上，特許権は，その設定登録によりそ
の効力を生じ，その存続期間は，原則として特
許出願の日から20年をもって終了する。

③　特許権者は，自己の特許権が第三者に侵害さ
れた場合，当該第三者に対して，侵害行為の差
止請求，損害賠償請求，信用回復措置請求，不
当利得返還請求をすることができる。

④　特許権者は，その有する特許権について第三
者に専用実施権を設定し，その旨の登録をして
も，専用実施権を設定した特許発明を自ら自由
に実施することができる。

 
ウ．消費者契約法に関する次の①～④の記述のう

ち，その内容が最も適切なものを１つだけ選び，

解答用紙の所定欄にその番号をマークしなさ

い。

①　消費者契約法は，事業者が消費者に商品を販
売する契約のみに適用され，事業者が消費者に
役務を提供する契約には適用されない。

②　消費者契約法上の事業者には，法人その他の
団体のほか，個人事業主のように，事業として
または事業のために契約の当事者となる個人も
含まれる。

③　消費者が消費者契約法に基づき事業者との間
の売買契約を取り消した場合，事業者は当該売
買契約に基づきすでに消費者から受領していた
売買代金を返還する必要はない。

④　消費者契約において，事業者の債務不履行に
より消費者に生じた損害を賠償する責任の全部
を免除する条項が定められている場合，当該条
項だけでなく，当該消費者契約全体が無効とな
る。

 
エ．代理に関する次の①～④の記述のうち，その

内容が最も適切なものを１つだけ選び，解答用

紙の所定欄にその番号をマークしなさい。

①　Ａは，Ｂ社から，Ｂ社とＣ社との間の売買契
約締結に関する代理権を授与されたが，Ｃ社と
の売買契約締結に際して，Ｂ社のためにするこ
とを示さずに意思表示を行った。この場合，当
該売買契約の効果は，Ｂ社に帰属することはな
い。

②　Ａは，Ｂ社から与えられた代理権の範囲を越
えて，Ｃ社との間で，Ｂ社の代理人として売買
契約を締結した。この場合，Ｃ社が，当該売買
契約の締結について，Ａに代理権があると誤信
し，かつそのように誤信することについて正当
な理由があるときは，表見代理が成立する。

③　Ａは，Ｂ社から代理権を与えられていないに
もかかわらず，Ｂ社の代理人と称して，Ｃ社と
の間で売買契約を締結した。この場合，Ｃ社は，
Ａに代理権がないことを知っていたとしても，
Ａに対して当該売買契約の履行の請求または損
害賠償の請求をすることができる。

④　Ａは，Ｂ社から代理権を与えられていないに
もかかわらず，Ｂ社の代理人と称して，Ｃ社と
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の間で売買契約を締結した。この場合，Ｃ社は，
Ａに代理権がないことを知らなかったときに限
り，Ｂ社に対して相当の期間を定めて当該売買
契約を追認するかどうかを催告することができ
る。

オ．自動車修理業者であるＡ社は，運送会社であ

るＢ社から，Ｂ社が所有する甲トラックを修理

する旨の依頼を受け，その修理を完了し，保管

している。Ｂ社は，修理代金の支払期日を経過

した後も，その支払いを遅滞している。この場

合に関する次のａ～ｄの記述のうち，その内容

が適切なものの組み合わせを①～④の中から１

つだけ選び，解答用紙の所定欄にその番号をマ

ークしなさい。なお，Ａ社とＢ社との間には留

置権に関する特段の合意はないものとする。

ａ．Ａ社は，Ｂ社から修理代金の支払いを受ける
前であっても，Ｂ社から甲トラックの返還請求
を受けたときは，直ちに甲トラックをＢ社に返
還しなければならない。

ｂ．Ａ社は，Ｂ社から修理代金が支払われる前に，
任意に甲トラックをＢ社に引き渡した。この場
合，甲トラックに成立していた留置権は，消滅
する。

ｃ．Ｂ社が修理代金を支払わない場合，Ａ社は，
裁判所の競売手続を経ずに留置権を実行して，
甲トラックの所有権を取得することができる。

ｄ．Ｂ社は，Ａ社に修理代金を支払うことなく，
第三者であるＣ社に甲トラックを譲渡した。こ
の場合，Ａ社は，Ｃ社から甲トラックの引渡し
を請求されても，修理代金の弁済を受けるまで
は，留置権を行使して甲トラックの引渡しを拒
むことができる。

①　ａｂ　　②　ａｃ　　③　ｂｄ　　④　ｃｄ

第７問　７－１（５点）
次の文中の［　］の部分に，後記の語群から最
も適切な語句を選び，解答用紙の所定欄にその
番号をマークしなさい。

他人の行為によって損害を被った被害者が，加
害者に対し不法行為に基づく損害賠償請求をする
ためには，民法上，加害者に［ア］があることが

必要である。［ア］とは，加害行為による法律上の
責任を弁識するに足りる能力のことである。［ア］
を欠く者の行為には不法行為は成立しないが，被
害者は，その者の親権者などの［イ］に対する損
害賠償請求が認められる余地はある。

不法行為の被害者が，加害者から損害賠償を受
けたことにより，かえって利益を得ることは好ま
しくない。そこで，加害者と被害者との間の損害
賠償を公平に行うために，損害賠償の算定にあた
っては，［ウ］や［エ］によって，損害賠償額の調
整が行われることがある。

被害者が，加害者に対し不法行為に基づく損害
賠償請求をするにあたり，被害者にも落ち度があ
りそれが損害発生の一因となった場合，損害の公
平な分担の見地から，損害賠償の額から被害者の
落ち度に応じた一定額が差し引かれることがある。
これを［ウ］という。［ウ］をする前提として，被
害者には［オ］が必要とされるが，［オ］は［ア］
とは異なり，物事の善し悪しが判断できる程度の
能力があれば足りるとされる。

また，例えば，被害者が不法行為によって損害
を受ける一方で何らかの利益を受けた場合には，
その利益の額を差し引いて損害賠償の額が決定さ
れることがある。これを［エ］という。

［語群］
①　不当利得	 ②　弁済能力
③　監督義務者	 ④　過失相殺
⑤　情状酌量	 ⑥　受託者
⑦　債務不履行	 ⑧　損益相殺
⑨　財産管理人	 ⑩　代理能力
⑪　責任能力	 ⑫　代理権
⑬　事務管理	 ⑭　相殺契約
⑮　事理弁識能力

第７問　７－２（５点）
次の文中の［　］の部分に，後記の語群から最
も適切な語句を選び，解答用紙の所定欄にその
番号をマークしなさい。

商法上，商行為には，商人であるか否かにかか
わらず，何人が行っても常に商行為となる［ア］
と，営業として反復的に営むときには商行為とな
る営業的商行為がある。このほか，商人が営業の
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ためにする補助的な行為も商行為とされ，これを
［イ］という。

商法は，商取引における集団性，反復性および
定型性の観点や迅速な取引の要請から，民法の原
則に様々な修正を加えている。

まず，商人間においてその双方のために商行為
となる行為によって生じた債権が弁済期にあると
きは，債権者は，その債権の弁済を受けるまで，
その債務者との間における商行為によって自己の
占有に属した債務者の所有する物または有価証券
を留置することができるとされており，これを商
事留置権という。被担保債権が留置物について生
じたこと，すなわち［ウ］が必要である民法上の
留置権と異なり，商事留置権は，留置物が留置者
の占有に属するに至った原因が被担保債権の発生
とは異なる原因であってもよいという点に意義が
ある。

また，一人の債権者に対して，複数の債務者が
存在する場合，債務は，民法の原則では［エ］と
なるが，商法上は連帯債務となる。これは，商行
為に基づく債権債務の実効性を強める趣旨である。

さらに，例えば，代理行為に関して，民法の原
則においては，代理人が本人のために行為するこ
とを相手方に示すこと，すなわち［オ］をせずに
した行為は，原則として，当該代理人のためにし
たものとみなされ，その行為の効力は本人に帰属
しない。これに対し，商行為の代理人が［オ］を
しないでその行為をした場合には，原則として，
その行為は本人に対してその効力を生ずる。

［語群］
①　補充的商行為	 ②　顕名
③　継続的商行為	 ④　絶対的商行為
⑤　不可分債務	 ⑥　委任
⑦　附従性	 ⑧　分割債務
⑨　対価的商行為	 ⑩　金銭債務
⑪　客観的商行為	 ⑫　牽連性
⑬　附属的商行為	 ⑭　対価性
⑮　授権

第８問（１０点）
次の事項のうち，その内容が正しいものには①
を，誤っているものには②を，解答用紙の所定
欄にその番号をマークしなさい。

ア．意匠法上の意匠は，物品の形状，模様もしく
は色彩もしくはこれらの結合（形状等），建築
物の形状等または一定の画像であって，視覚を
通じて美感を起こさせるものである。

イ．権利能力は，自然人に認められるだけでなく，
自然人の団体や財産の集合にも認められ得る。

ウ．保証人が民法の規定に従い債権者に対し保証
債務を履行したとしても，民法上，当該保証人
には，主たる債務者に対する求償権は認められ
ない。

エ．民法の規定に基づきいったん有効になされた
遺言は，撤回することができない。

オ．他人に損害を与えたとしても，故意または過
失がなければ損害賠償責任を負わないという原
則は，過失責任主義と呼ばれる。

カ．労働者派遣法上，労働者派遣事業を行うこと
ができる業務に制限はなく，派遣元事業主は，
自己の雇用する労働者を派遣労働者としてあら
ゆる業務に派遣することができる。

キ．契約書のうち，印紙税法に基づき印紙を貼付
する必要のあるものは，印紙を貼付しなければ，
当該契約書で合意された契約自体が無効とな
る。

ク．Ｘ銀行の融資担当役員Ｙは，事実上破綻状態
にある取引先Ｚ社に，十分な担保をとらずに融
資をした結果，Ｘ銀行に損害が生じた。この場
合，Ｙは，Ｘ銀行に対する損害賠償責任を負う
だけでなく，特別背任罪に問われる可能性があ
る。

ケ．即決和解は，裁判所の関与を受けることなく，
紛争当事者間における法的な紛争の解決に向け
た合意を前提に和解を行う手続である。

コ．Ｘは，Ｙに強迫されて，自己の所有する自宅
建物をＹに売却し，所有権移転登記を経た。そ
の後，Ｙは，この事情を知らず，かつ知らない
ことに過失のないＺに当該建物を売却し，所有
権移転登記を経た。この場合において，Ｘは，
強迫による意思表示を理由にＹとの間の売買契



9

3級 問題

約を取り消したときは，Ｚに対して当該建物の
所有権を主張することができる。 

第９問　９－１（５点）
次の文中の［　］の部分に，後記の語群から最
も適切な語句を選び，解答用紙の所定欄にその
番号をマークしなさい。

法律は，様々な観点から分類することができる。
法律は，法による規律を受ける者が誰であるか

によって，［ア］と公法とに分類される。民法や商
法のように法による規律を受ける者が私人である
法律は［ア］に分類され，憲法のようにそれが国
や地方公共団体である法律は公法に分類される。

また，法律をその適用対象という観点から分類
すると，適用対象が限定されず一般的な法律であ
る一般法と，対象となる事柄や人または地域など
が限定されている法律である［イ］とに分類する
ことができる。例えば，私人間の取引一般には民
法が適用されるが，その中でも特に企業などの商
人間の取引には商法が適用される。この場合，民
法が一般法，商法が［イ］に該当する。

さらに，法律は，［ウ］と手続法とに分類するこ
ともできる。［ウ］とは権利義務など法律関係の内
容を定める法律であり，手続法とは［ウ］の内容
を実現するための手続を定める法律である。例え
ば，［ウ］である民法によれば，他人の過失によっ
て損害を受けた者は，加害者に対して損害賠償請
求をすることができるとされているが，被害者が
民事訴訟を提起して加害者に損害賠償請求をする
には，手続法である民事訴訟法の定める手続に従
う必要がある。

このほか，法律の規定は，契約当事者間でこれ
と異なる内容の定めができるか否かという観点か
ら，［エ］と［オ］とに分類することもできる。

［エ］とは，契約当事者が法律の規定と異なる内容
の取決めをしてもその効力を生じず，当事者の意
思にかかわらずその適用が強制される法律の規定
をいう。これに対し，［オ］とは，契約当事者が法
律の規定と異なる定めをするなど，当事者がそれ
に従う意思がないと認められるときは，その適用
が強制されない法律の規定をいう。ある法律の規
定が［エ］か［オ］かの区別は実際には容易でな

いこともあるが，［エ］の中には［エ］である旨が
法律上明示されているものもある。

［語群］
①　行政法	 ②　任意法規
③　判例法	 ④　慣習法
⑤　不文法	 ⑥　強行法規
⑦　取締規定	 ⑧　私法
⑨　契約法	 ⑩　実体法
⑪　成文法	 ⑫　自然法
⑬　努力規定	 ⑭　社会法	
⑮　特別法

第９問　９－２（５点）
次の文中の［　］の部分に，後記の語群から最
も適切な語句を選び，解答用紙の所定欄にその
番号をマークしなさい。

賃貸借契約においては，賃貸人は，賃借人に目
的物を使用収益させる義務を負う。そのため，民
法上，賃貸人は，賃借人が目的物を使用収益する
上で支障がある場合には，目的物の修繕をする義
務を負う。賃貸人が行うべき修繕を賃借人が代わ
りに行う場合のように，目的物の保存に通常必要
な費用を［ア］といい，賃借人が［ア］を支出し
たときには，直ちに賃貸人に対してその支出した
費用の全額の償還を請求することができる。また，
賃借人が目的物に改良を加えるなど，目的物の価
値を高める費用を支出した場合には，有益費とし
て，賃貸人は，民法の規定に従い，賃貸借契約終
了時に，賃借人が事実上支出した金額または目的
物の価格の現存の増加額のいずれかを選択して，
賃借人に償還しなければならない。

賃借人は，賃借物を受け取った後にこれに生じ
た損傷がある場合において，賃貸借が終了したと
きは，通常の使用および収益によって生じた賃借
物の損耗ならびに賃借物の経年変化を除き，その
損傷を原状に復する義務を負う。この賃借人の義
務を［イ］という。

建物の賃貸借（借家）や建物所有を目的とする
土地の賃貸借（借地）については，民法の規定の
ほか，賃借人の保護を目的として，民法の特別法
である借地借家法の適用対象となる。

例えば，民法上，不動産の賃借権の対抗要件は，
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当該賃借権の［ウ］であるが，賃貸人は，特約が
ない限り，賃借権の［ウ］に協力する義務を負わ
ないことから，賃借人が賃借権の［ウ］をするこ
とは現実的に困難である。

そこで，借地借家法上，賃借人保護の観点から，
借家権と借地権について，賃借権の［ウ］以外の
方法で対抗要件を備えることが認められている。
具体的には，借地借家法上，建物の賃貸借につい
ては建物の［エ］が借家権の対抗要件であり，借
地については借地上の建物の［ウ］が借地権の対
抗要件である。

また，民法の原則では，賃貸借期間が満了すれ
ば，両当事者が更新に合意しない限り賃貸借契約
は終了するのに対し，借地借家法の適用を受ける
賃貸借契約においては，原則として，賃貸人に

［オ］があると認められる場合でなければ，賃貸人
の側から契約の更新を拒絶できないとされている。

［語群］
①　固定費	 ②　登記
③　市区町村役場への届出	 ④　帰責事由
⑤　諾否通知義務	 ⑥　必要費
⑦　引渡し	 ⑧　契約書の作成
⑨　減価償却費	 ⑩　仲介
⑪　原状回復義務	 ⑫　目的物完成義務
⑬　正当事由	 ⑭　免責事由
⑮　供託
 

第10問（１０点）
次のア～オの設問に答えなさい。

ア．Ａ社における労働関係に関する次の①～④の

記述のうち，その内容が最も適切なものを１つ

だけ選び，解答用紙の所定欄にその番号をマー

クしなさい。なお，Ａ社には同社の労働者の過

半数で組織するＢ労働組合が存在する。

①　Ａ社は，Ｂ労働組合から団体交渉の申入れが
なされた場合，特段の理由がなくてもこれを拒
否することができる。

②　労働組合法上，Ｂ労働組合は，Ａ社から労働
基準法所定の労働時間（法定労働時間）を超え
て労働者に労働させるよう指示を受けたとき
は，労働者に法定労働時間を超えて労働させな

ければならない。
③　労働基準法上，Ａ社は，Ａ社の労働者の請求

する時季に年次有給休暇を与えなければならな
いが，その請求された時季に有給休暇を与える
ことが事業の正常な運営を妨げる場合において
は，他の時季にこれを与えることができる。

④　Ａ社の労働者のうち，雇入れの日から５年を
経過していない者には，労働基準法は適用され
ない。

イ．期限，条件および期間に関する次のａ～ｄの

記述のうち，その内容が適切なものの組み合わ

せを①～④の中から１つだけ選び，解答用紙の

所定欄にその番号をマークしなさい。

ａ．期限を定めることによって享受できる利益を
期限の利益といい，民法上，期限の利益は，債
務者ではなく債権者のために定めたものと推定
される。

ｂ．契約の効力の発生ないし履行を，「人の死亡」
のように，発生することは確実であるが，いつ
到来するかは確定していない事実にかからせる
特約は，解除条件に該当する。

ｃ．条件のうち，条件の成就により契約の効力を
生じさせるものを停止条件という。例えば，一
定期日までにＡ社が新技術の開発に成功するこ
とを条件に売買契約の効力が生じると定めた場
合がこれに当たる。

ｄ．「日，週，月または年」を基準として期間が定
められた場合，民法の定める期間の計算方法に
よれば，原則として，初日は期間に算入されな
い。

①　ａｂ　　②　ａｃ　　③　ｂｄ　　④　ｃｄ

ウ．ＸとＹが夫婦である場合に関する次の①～④

の記述のうち，民法の規定に照らし，その内容

が最も適切なものを１つだけ選び，解答用紙の

所定欄にその番号をマークしなさい。

①　婚姻後にＸが物を購入したことによって負っ
た債務につき，Ｙが支払義務を負うことは一切
ない。

②　婚姻後にＸとＹとの間で締結された契約は，
婚姻中，いつでも，ＸとＹの一方から取り消す
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3級 問題

ことができる。
③　婚姻後にＸが相続により取得した財産は，Ｘ

とＹの共有財産とされる。
④　ＸとＹが離婚した場合，婚姻に際して改氏し

たＹは，婚姻前の氏に復し，いかなる場合でも，
離婚時に称していた氏をそのまま称することは
できない。

 
エ．株式会社における会社法上の支配人に関する

次のａ～ｄの記述のうち，その内容が適切なも

のを○，適切でないものを×としたときの組み

合わせを①～④の中から１つだけ選び，解答用

紙の所定欄にその番号をマークしなさい。

ａ．支配人の選任および解任は，株主総会で行わ
なければならない。

ｂ．支配人は，会社の許可を受けなければ，他の
会社の取締役，執行役または業務を執行する社
員となることができない。

ｃ．会社が支配人の代理権に一定の制限を加えた
場合，会社はその制限を善意の第三者に対して
も主張することができる。

ｄ．会社が支配人を解任した後，解任の登記をす
る前に，その支配人であった者が，当該会社の
支配人と称して善意の第三者との間で取引を行
ったとしても，取引の効果が会社に帰属するこ
とはない。

①　ａ－○　　ｂ－○　　ｃ－×　　ｄ－○
②　ａ－○　　ｂ－×　　ｃ－○　　ｄ－×
③　ａ－×　　ｂ－○　　ｃ－×　　ｄ－×
④　ａ－×　　ｂ－×　　ｃ－○　　ｄ－○

オ．民法上の相殺に関する次の①～④の記述のう

ち，その内容が最も適切でないものを１つだけ

選び，解答用紙の所定欄にその番号をマークし

なさい。なお，本問の各債権には相殺に関する

特約は付されていないものとする。

①　Ａ社はＢ社に対して建物の引渡請求権を有し，
Ｂ社はＡ社に対して2000万円の貸金債権を有し
ている。両債権の履行期が到来している場合，
Ａ社は，両債権を相殺することができない。

②　Ａ社はＢ社に対して100万円の賃料債権を有
し，Ｂ社はＡ社に対して120万円の貸金債権を

有している。両債権の履行期が到来している場
合，Ａ社は，両債権を対当額で相殺することが
できる。

③　Ａ社はＢ社に対して履行期の到来していない
50万円の賃料債権を有し，Ｂ社はＡ社に対して
履行期の到来した50万円の貸金債権を有してい
る。この場合，Ａ社は，両債権を相殺すること
ができない。

④　Ａ社はＢ社に対して履行期の到来した200万円
の賃料債権を有し，Ｂ社はＡ社に対して履行期
が到来していない200万円の貸金債権を有して
いる。この場合，Ａ社は，両債権を相殺するこ
とができない。


